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○庄原市老朽危険建築物除却促進事業補助金交付要綱  

平成 28年２月１日 告示第７号  

改正  

平成 31年３月 19日 告示第 34号  

令和３年３月 15日告示第 20号  

庄原市老朽危険建築物除却促進事業 補助金交付要綱  

（趣旨）  

第 １ 条  こ の要 綱 は、 社会 資 本整 備 総合 交付 金 交付 要 綱 （ 平 成 22年 ３ 月 26日国

官会第 2317号国土交通事務次官通知）に基づき、老朽化し た危険建築物の除却

を行う者に予算の範囲内において補 助金を交付し 、防災 、衛生、景観等の居住

環境の改善を図るため、当該補助金の交付に関し庄原市 補助金交付規則（平成

17年庄原市規則第 46号）に定めるもの のほか必要な事 項 を 定 め る も の と す る。 

（定義）  

第 ２ 条  こ の要 綱 にお いて 次 の各 号 に掲 げる 用 語の 意 義 は 、 当 該 各 号 に 定める

ところによる。  

(１ ) 建築物  市内に存する現に使用されていない住 宅（過半を居住 の用に供

していたものに限る。）  

(２ ) 老朽危険建築物  次のいずれ かに該当する建築 物  

ア  第６条第３項の規定による認定を受けた建築物  

イ  その他市長が除却の必要があると認める建築物  

(３ ) 解 体業者  建設業法（昭和 24年法律第 100号）別 表第 １ の下 欄 に掲げる

建築工事業、土木工事業若しくは解体工事業に係る同法 第３条第１項の許可

を受けている者又は建設工事に係る資材の再資源化等 に関する法律（ 平成 12

年法律第 104号）第 21条第１項に規定する登録を受けて いる者  

（補助対象事業）  

第 ３ 条  補 助金 の 交付 対象 と なる 事 業（ 以下 「 補助 対 象 事 業 」 と い う 。 ）は、

補助金の交付を受けようとする者（以 下「申請者」という 。）が実施する老朽

危険建築物の除却に係る工事（以 下「 除却工事」とい う。）で、かつ 、当該工

事を解体業者が施工するものとする 。  

２  この要綱に基づく補助金の交付は、一の補助対象者 につき１回限りと する。 

（補助対象者）  

第 ４ 条  補 助金 の 交付 対象 と なる 者 （以 下「 補 助対 象 者 」 と い う 。 ） は 、第６

条第３項の規定による認定の通知を 受けた者とする。  

（補助金の額）  
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第 ５ 条  補 助金 の 額は 、補 助 対象 事 業に 要す る 経費 の 額 に ３ 分 の １ を 乗 じて得

た額（千円未満は切り捨て）とし、 30万円を限度とす る 。  

（老朽危険建築物の認定）  

第 ６ 条  老 朽危 険 建築 物の 認 定を 受 ける こと が でき る 者 は 、 次 の 各 号 の いずれ

かに該当する者とする。  

(１ ) 老朽危険建築物の認定を受けようとする建築物（ 以下「認定対象建 築物」

という。）の所有者又は当該所有者の相続人  

(２ ) 認定対象建築物の存する土地の所有者又は当該 所有者の相続人（前号に

該当する者の同意を得たものに限る。）  

２  老朽 危 険建 築 物の 認定 を 受け よ う と す る 者 は、 庄 原 市 老 朽 危 険 建 築 物認定

申請書（様式第１号）に次に掲げ る書類を添えて、市 長に提 出しなければなら

ない。  

(１ ) 認定対象建築物の位置図（付近見取図）  

(２ ) 認定対象建築物の平面図  

(３ ) 認定対象建築物を除却した後の措置計画図  

(４ ) 認定対象建築物の外観写真  

(５ ) その他市長が必要と認める書類  

３  市長 は 、前 項 の規 定に よ る申 請 を 受 理 し た とき は 、 内 容 の 審 査 及 び 現地調

査を行い、別表に規定する老朽危険建築物判定票に基づ き認定の可否を決定し、

認定する場合は庄原市老朽危険建築 物認定通知書（様式 第２号）によ り、認定

しないものとする場合は庄原市老朽 危険建築物不認定 通知書（様式第３号）に

より、当該申請者に通知するものと する。  

（交付申請）  

第 ７ 条  申 請者 は 、庄 原市 老 朽危 険 建築 物除 却 促進 事 業 補 助 金 交 付 申 請 書（様

式第４号）に次に掲げる書類を添え て、市長に提出し なければならない 。  

(１ ) 老朽危険建築物の所有者を確認できる書類  

(２ ) 除却工事に要する費用の見積書又はその写し（ 内訳の記載された もの） 

(３ ) 解体業者の建設業許可書の写し又は解体工事業 の登録申請書の写 し  

(４ ) 老朽危険建築物の位置図（付近見取図）  

(５ ) 老朽危険建築物の平面図  

(６ ) 除却工事後の措置計画図  

(７ ) 老朽危険建築物の現在の外観写真  

(８ ) その他市長が必要と認める書類  

２  申請 者 は、 補 助金 の交 付 申請 に 当 た っ て は 、当 該 補 助 金 に 係 る 消 費 税及び
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地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれ る消費税及び地方消費

税相 当額のうち、消費税法（昭和 63年法律第 108号 ）及 び地 方 税法 （ 昭和 25年

法律 第 226号）の規定により仕入れに係る 消費税 及び地 方消 費 税と し て控除で

き る 部 分 の 金 額 に 補 助 金 所 要 額 を 補 助 対 象 経 費 で 除 し て 得 た 率 を 乗 じ て 得 た

金額をいう。以下「消費税仕入控除税額」という。）を減 額して申請しなけれ

ばならない。ただし、申請時において当該消費税仕入控除 税額が明らかでない

ものについては、この限りでない。  

（交付決定）  

第 ８ 条  市 長は 、 前条 の規 定 によ る 申請 を受 理 した と き は 、 こ れ を 審 査 し、適

当 と 認 め る と き は 庄 原 市 老 朽 危 険 建 築 物 除 却 促 進 事 業 補 助 金 交 付 決 定 通 知 書

（様式第５号）により、適当でないと認めるときは庄原市 老朽危険建築物除却

促進事業補助金不交付決定通知書（様式第６号）により、当該申請者に通知す

るものとする。  

２  市長は、前項に規定する決定に必要な条件を付すことができる。  

（届出の義務）  

第 ９ 条  前 条に 規 定す る交 付 決定 を 受け た者 （ 以下 「 補 助 事 業 者 」 と い う。）

は、交付決定に係る事業（以下「補助事業」という。）に着 手したときは着手

届（様式第７号）を、補助事業が完了したときは完了届（様 式第８号）を市長

に提出しなければならない。  

（補助事業の変更等）  

第 10条  補 助事 業 者は 、補 助 事業 の 変更 をし よ うと す る と き は 、 庄 原 市 老朽危

険建築物除却促進事業変更承認申請 書（様式第９号）を 遅滞なく市長に提 出し、

その承認を受けなければならない。  

２  市長 は 、前 項 の規 定に よ る申 請 を 受 理 し た とき は 、 こ れ を 審 査 し 、 適当と

認めたときは、庄原市老朽危険建築物 除却促進事業変更 承認通知書（様式第 10

号）により、当該補助事業者に通知 するものとする。  

（完了検査）  

第 11条  市 長は 、 第９ 条に 規 定す る 完了 届を 受 理し た と き は 、 速 や か に 完了検

査を行うものとする。  

（実績報告）  

第 12条  補 助事 業 者は 、補 助 事業 が 完了 した と きは 、 庄 原 市 老 朽 危 険 建 築物除

却促進事業実績報告書（様式第 11号）に次に掲げる書類 を添えて、市 長に提出

しなければならない。  

(１ ) 補助事業に係る解体業者の請負代金請求書の写 し又は領収書の写 し（事
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業着手後に金額の変更があった場合には、内訳を添付 すること。）  

(２ ) 補助事業に係る廃棄物に関する処分証明書等  

(３ ) 補助事業の完了を確認できる写真  

(４ ) その他市長が必要と認める書類  

２  前項 に 規定 す る報 告書 の 提出 期 限 は 、 事 業 完了 の 日 （ 中 止 又 は 廃 止 の承認

を受けたときは当該承認の日）から 30日を経過した日又 は補助金交付決定通知

を受けた日の属する年度の翌年度の ４月 20日のいずれ か早い日とする。  

（補助金の額の確定）  

第 13条  市 長は 、 前条 の規 定 によ る 実績 報告 書 の提 出 が あ っ た と き は 、 これを

検査し、及び現地調査を行い、当該補助事業の成果が交付 決定の内容及び交付

条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額 を確定し、庄原市老朽

危険建築物除却促進事業補助金額確 定通知書（様式第 12号）により 、当該補助

事業者に通知するものとする。  

（補助金の請求）  

第 14条  補 助事 業 者は 、前 条 の規 定 によ る通 知 を受 理 し た と き は 、 速 や かに庄

原市老朽危険建築物除却促進事業補 助金交付請求書（様 式第 13号）により補助

金の交付を市長に請求しなければな らない。  

（補助金交付の取消し）  

第 15条  市 長は 、 補助 事業 者 が次 の 各号 のい ず れか に 該 当 し た 場 合 に は 、補助

金の交付の全部又は一部を取り消す ことができる。  

(１ ) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受 けたとき。  

(２ ) 補助金をその目的以外に使用したとき。  

(３ ) 補助金交付の条件に違反したとき。  

(４ ) その他不適当と市長が認めたとき。  

（補助金の返還）  

第 16条  市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該 当すると認めたと きは、

交付決定を取り消し、若しくは交付金額を変更し、又は既 に交付した補助金の

全部若しくは一部を返還させるもの とする。  

(１ ) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受 けたとき。  

(２ ) 補助金をその目的以外に使用したとき。  

(３ ) 補助金交付の条件に違反したとき。  

(４ ) 前３号に掲げるもののほか、市長が補助金を交付 することが不適当であ

ると認めたとき。  

（消費税仕入控除税額の確定に伴う 補助金の返還）  
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第 17条  補 助 事 業 者は 、補 助 事 業 完 了後 に 消 費 税の 申 告 に よ り 補 助金 に 係る消

費 税 仕 入 控 除 税 額 が 確 定 し た 場 合 に は 、 速 や か に 消 費 税 仕 入 控 除 税 額 報 告 書

（様式第 14号）を市長に提出しなければならない。  

２  市 長 は 、前 項 の 規 定 に よ る報 告 があ った と き は 、 当該 消費 税 仕 入 控 除税額

に相当する額の全部又は一部を返還させるものとする。  

（その他）  

第 18条  この要綱に定めるもののほ か、必要な事項は、市長が別に定め る。  

附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、平成 28年４月１日 から施行する。  

（失効）  

２  こ の 告 示は 、 令 和 ６ 年 ３ 月 31日 限り 、そ の 効 力 を 失う 。た だ し 、 令 和６年

３月 31日までに、この告示の規定によ り交付決定したものについてなされ た処

分、手続その他の行為は、なおその効力を有する。  

附  則（平成 31年３月 19日告示第 34号）  

この告示は、平成 31年４月１日から施 行する。  

附  則（令和３年３月 15日告示第 20号）  

この告示は、令和３年３月 31日から施行する。  



(1) 建築物の崩壊・落階等の有無 100 なし □ □ □
(2) 建築物の不同沈下（屋根・基礎等） 50 なし □ □ □
(3) 柱の傾斜 50 1/60未満 □ □ □

土台・柱・はりの腐食・破損・変形の有無

（不良箇所：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(5) 屋根の腐朽・破損・欠落等の有無 50 なし □ □ □
(6) 雨どいの腐朽・破損・欠落等の有無 10 なし □ □ □
(7) 外壁仕上材の剥離・腐朽・破損等の有無 50 なし □ □ □
(8) 開口部（窓ガラス等）の割れ・破損等の有無20 なし □ □ □

門又は塀 (11) 門・塀の腐朽・破損・脱落等の有無 10 なし □ □ □
(12) 擁壁表面への水のしみ出し・流出の有無 10 なし □ □ □
(13) 水抜き穴の詰まり・設置の有無 10 設置有 □ □ □
(14) ひび割れ等の有無 10 なし □ □ □

□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □

□ □ □
□ □ □
□ □ □

３　判定結果

□
□

□
□

□
□

※

　○コメント

非該当

　影響度（低） 非該当

　その他 非該当

　影響度（中）
　１の判定にCランクがあるもの※ 該当

　老朽危険建築物の判定結果

　不良度（高） 該当

　不良度（低）

　影響度（大）
　１の判定にCランクがあるもの※ 該当

　その他

老朽危険建築物の判定

　隣地側離れ（小） 影響度（大） 影響度（大） 影響度（大）

　影響度の判定結果

　隣地側離れ（大） 影響度（低） 影響度（中） 影響度（大）

　隣地側離れ（中） 影響度（中） 影響度（中） 影響度（大）

道路側離れ（大） 道路側離れ（中） 道路側離れ（小）

３階建以上 Ｌ＞概ね10m 概ね6m≦L≦概ね10m Ｌ＜概ね6m

離れ（大） 離れ（中） 離れ（小）

　敷地境界からの離れ

　隣地境界と建築物の離れ（最短距離）　（Ｌ＝　　　　　　ｍ）
２階建以内 Ｌ＞概ね5m 概ね3m≦L≦概ね5m Ｌ＜概ね3m

３階建以上 Ｌ＞概ね10m 概ね6m≦L≦概ね10m Ｌ＜概ね6m

　公衆用道路と建築物の離れ（最短距離）　（Ｌ＝　　　　　　ｍ）
２階建以内 Ｌ＞概ね5m 概ね3m≦L≦概ね5m Ｌ＜概ね3m

２　周囲への影響度の判定

不良度の判定

　不良度の判定結果 　評定合計値
　100点以上 　不良度（高） □
　100点未満 　不良度（低） □

設置無

使用限界 損傷限界

合計（基礎点合計＝440点）

部分的 過半

擁
壁

擁壁の老朽化等 擁壁

湿り 流出

詰まり

屋根、外壁等の脱落、飛
散等

建
築
物

建築物の崩壊・傾斜 全体

建築物の構造耐力上主
要な部分の損傷等

□ 一部 □ 全体的 □

破損
腐食 □ 脱落

転倒 □□

屋上階段又は
バルコニー

(10)
屋上階段・バルコニーの腐朽・破損・脱
落等の有無

10 なし

給湯設備、屋上
水槽等

(9)
看板・給湯設備・屋上水槽等の破損・脱
落・転倒等の有無

10 なし

□

屋根葺き材、ひ
さし又は軒

小修理 大修理

小修理 大修理

(4) 50 なし □ 小修理 □基礎、土台、
柱、はり

項目 箇所 判定内容 基礎点
Aランク Bランク Cランク

評点
（×0） （×0.5） （×1.0）

部分的
崩落等

過半の
崩落等

別表（第６条関係）　老朽危険建築物判定票

整理番号 空家番号

所在地

１　不良度（老朽度・危険度等）の判定

擁壁(12)～(14)についてのみCランクがある場合は、対象としない。

判定年月日 判定者

構造 造　 階数 階建　

不明 有

1/60～1/20 1/20超え

外壁等
小修理 大修理

部分的 過半

大修理
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